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盛土規制法に基づく新制度開始について  

 

１ 趣旨・背景 

２０２１年に静岡県熱海市において発生した大規模土砂災害を契機に「宅

地造成等規制法」が抜本的に改正され「宅地造成及び特定盛土等規制法」（通

称「盛土規制法」）として２０２３年５月２６日付けで施行されました。現在

は法改正に伴う経過措置期間中ですが、東京都が盛土規制法に基づく規制区

域を指定することによって同法に基づく新制度の運用が開始されます。 

これまで町田市では、地方自治法に基づく事務処理特例を適用し、東京都

の事務である宅地造成等規制法の許可等を行ってきました。この実績を活か

し、新制度においても町田市が許可等の事務を行います。 

 

２ 新制度における変更内容について【２ページ参照】 

新制度における事務処理について、主に次のような変更点があります。 

 改正前 改正後 

①  規制区域の拡大 

 市域の約８８％ 市域全域 

②  規制対象の追加 

 
宅地造成のみ 

公共施設用地以外の造成 

土石の堆積 

③  審査項目の追加等 

  住民周知 

工事主の資力・信用の審査 

工事施行者の能力の審査 

権利者同意の取得 

許可情報の公表 

法定中間検査の実施 

  

３ 関係例規の改正について  

新制度運用のため、規制区域指定に合わせて関係例規を改正します。 

  

４ 新制度の運用開始日 

２０２４年７月３１日 

※盛土規制法に基づく規制区域の指定（東京都） 

 

 

２ ０ ２ ４ 年 ６ 月 １ ８ 日 

行 政 報 告 資 料 

都市づくり部建築開発審査課  
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新制度における規制区域案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  町田市においては、全市域が宅地造成等工事規制区域として指定されるため、

特定盛土等規制区域が指定される範囲はありません。 

 

 

新制度において規制対象となる盛土等の規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※      は新制度により追加された規制対象です。 

※  土地の形質の変更（盛土・切土）には、「宅地造成」のほか、公共施設用地以外の

土地で行われる形質の変更である「特定盛土等」が含まれます。 

 

宅地造成等工事規制区域 
市街地や集落、その周辺など、盛土等が

崩壊した際に人家等に危害を及ぼしう

るエリアを指定します 

 

特定盛土等規制区域 
市街地や集落などから離れているもの

の、地形等の条件から、盛土等が崩壊し

た際に人家等に危害を及ぼしうるエリ

アを指定します 

■  

■  

※ 宅地造成等規制法（旧法）に基づく宅地造成工事規制区域

は、２区及び１１市（世田谷区、板橋区、八王子市、三鷹市、

青梅市、調布市、町田市、小金井市、日野市、東久留米市、

多摩市、稲城市、あきる野市）の各一部が指定されています。 

なお、町田市については、町田街道のおおむね北側（市域

の約 88％）が指定されています。  


